








南三陸BIOを中核とした 地域循環システム   南三陸モデル 

ICTと行動経済学「ナッジ」を活用した
社会実証プロジェクトで貢献

「南三陸BIO」はアミタサーキュラー
（株）が運営。生ごみの処理能力は1日
約10.5トンで、発生するバイオガスで
毎日約600kwhの発電を行っています。
あわせて製造される年間約4,500トン
の液肥は、地域の農業で活用。ブラン
ド米「めぐりん米」も誕生しました。

左／高校生が作成した生ごみ収集パンフレットは、取り組み推進の大きな力に。右／
住民が自発的につくった環境紙芝居に登場する「めぐりんちゃん」「メタンくん」は南三
陸BIOのキャラクターに。

左上／ナッジ理論の検証を行うため、
任意のごみ集積所に感謝状が設置さ
れました。左下／実際に掲示された感
謝状。右／感謝状とともに「感謝レポー
ト」として異物混入状況などのデータ
も掲示。

液肥散布の様子

ごみ集積所

　南三陸町では、ICTと行動経済学（ナッジ理論）を組み合わせた
解決策を行いました。最初に取り組んだのはデータ収集で、ごみ
収集時にタブレットでデジタル入力し、地区ごとの回収量を可視化。
回収量が少ない地域で重点的に施策を行い、その効果も測定でき
るようにしました。また、行動経済学に基づく二つの施策も実施。
一つ目は「感謝」に注目した施策で、集積所に生ごみ分別協力へ
の感謝状を掲示しました。掲示した場所では生ごみ回収量が増加
し、異物混入も減少しました。二つ目は「損失回避性」を活用した
施策で、ごみ袋販売場所にポスターで「一般ごみの焼却に年間
4,200万円かかっている」ことを掲示。これにより生ごみ回収量が
約15%増加し、住民の協力率も60%から70%程度に向上したと
推定されます。

トを作成。小中学生が社会科見学で同施設を訪れるほか、
幼稚園や保育園での環境紙芝居も毎年実施しています。震
災直後からボランティアで参加した企業の協力もありました。
施設を運営するアミタサーキュラー（株）に加え、NECソ
リューションイノベータ（株）は、ICT活用や行動経済学を活
用した仕組み構築に貢献しました。
　「1～2万人規模のまちで成立する生ごみの資源循環モ
デルはほかの多くの地域でも応用可能とあって、全国の自
治体や企業が視察に訪れています。今後プラスチック分別
の導入も検討しています。これまでの経験を活かし、さら
に住民と対話を重ねていきます」（三浦氏）

NECソリューションイノベータ株式会社
イノベーションラボラトリ
プロフェッショナル

日室 聡仁氏
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一般的な可燃ゴミ

紙・布類 36.8%
生ごみ 28.1%
プラ類 14.7%
草木 6%
その他 14.5%

うち、使用済紙おむつ
約5%

� 持続可能な循環型社会の構築は、私たちのような民間企業だけででき
ることは限られています。「みんなで
やろう、まちづくり」をキーワードに、
自治体や地域の住民の方々、研究者
の方々、製品をつくる企業の方々と協
力して取り組んでいます �

「行動の10年」（Decade of Action）は、貧困やジェンダーか
ら気候変動、不平等、資金不足の解消にいたるまで、世界の最
重要課題すべてについて、持続可能な解決策を加速度的に講じ
ることを求めています。

Interview SDGs ACTION

　アミタグループでは「持続可能な社会の実現」を
目指し、資源循環に留まらない企業経営や地域
運営のサステナビリティ移行支援を提供していま
す。特に、互助共助型で無駄を生まない�社会的�
な生活スタイルを促す社会インフラ「MEGURU 
STYLE（めぐるスタイル）」を掲げ、その開発・展
開に取り組んでいます。
　「南三陸BIO（ビオ）」を運営するきっかけは、会
社として震災直後にボランティアで訪れたこと。震
災の翌月から社員たちが活動するなか、南三陸町
の方と会話を重ねるうちに理念を共有でき、まちづ
くりを通して復興に協力しようと2012年3月には

現地オフィスを開設。まずは環境省の助成金で生ごみ循環
システムの実証実験を住民の協力を得て行ったうえ、2015
年10月に開所しています。「南三陸BIO」は生ごみからのメ
タンガス生成だけでなく、残渣物も液肥として活用する
100%循環を実現しています。この液肥活用についても、同
様のバイオ装置を導入していた京丹後市の液肥を使い、農
家の方の協力で有効性の実証から始めました。
　啓発活動や教育も大事です。南三陸町はFSC認証（森林）
とASC認証（海洋）の両方を持つ世界で唯一のまちで、年に
一度、全国の研究者と市民が参加し、森・里・海・人の循環
の事例を共有する「南三陸いのちめぐるまち学会」が開催さ
れています。アミタもこの学会に参加しているほか、小中

学校生に施設見学に来てもらったり、高校の環境クラブ活
動に小規模のバイオガス装置を提供したりといった取り組
みを行っています。南三陸町で回収された生ごみへの異物
混入率が1%程度と低いのは、「分別して当たり前」という
住民の意識の高さの表れです。小さな循環型社会は、集ま
れば社会を動かす大きな力になります。1万人規模で実現
したこの資源循環コミュニティモデルは、全国でも注目さ
れていて自治体関係者や研究者、企業、学生などが視察に
訪れます。2025年、見学者は700名を超えました。
　今後は、福岡県大刀洗町などで導入いただいている、互
助共助コミュニティ型資源回収ステーション「MEGURU 
STATION®」もさらに展開し、生ごみ以外も含め焼却・埋め
立て、化石燃料に依存しない資源循環システム「MEGURU 
COMPLEX」を構築できればと考えています。南三陸から、
焼却炉が不要な「燃やさないまち」の姿を発信したいですね。

「南三陸モデル」に見る住民が主体的に支える資源循環

vol.12

「MEGURU COMPLEX」イメージ図
「MEGURU COMPLEX」では「燃やさないまち」を提案。焼却ごみのうち水分の多い生ご
み、使用済紙おむつを分別し資源化。その他の衛生ごみは化石燃料に頼らない熱分解で
処理し、灰はセメント原料などに利用することで埋め立てへの依存も最小化。「MEGURU 
STATION®」を通じて、地域住民の互助共助コミュニティを醸成し質の高い資源分別によ
る循環の価値を生み出す。

住民による
分別・持ち込み

※  出典：環境省「容器包装廃棄物の使用・排出実態調査の概要（令和4年度）（全国8都市平均）」「令和4年度
使用済紙おむつ再生利用等に関する調査業務報告書」

岡田 修寛氏
アミタサーキュラー株式会社
サーキュラーリソース事業本部
南三陸BIO　所長

MEGURU COMPLEX
めぐるコンプレックス

 バイオガス施設

  おむつ 
リサイクル施設

 熱分解施設

MEGURU STATION®

めぐるステーション

環境負荷が
下がる

アミタグループ●1979年創業。金属資源としての産業廃棄物の利用提案から事業を開始し、
現在では持続可能な企業経営・地域運営への移行戦略支援をはじめ、100%再資源化サー
ビス、環境認証審査サービス、環境管理業務のICTおよびアウトソーシング、さらに国内で培っ
た資源循環やサステナビリティ経営・地域運営のノウハウをアジア・大洋州地域に展開する
海外事業などを提供。
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プラスチックの基本と、あっと驚く雑学ネタをご紹介。
プラスチックやリサイクルに関しての知識や興味を深めて

地球にやさしい �循環するくらし�を。

ペットボトルの形には、中身を守るための工夫が詰まっ
ています。四角い凹凸のあるタイプは、飲料を熱いまま
詰めてから冷ます製品向けの「耐熱用ボトル」。温度が
下がると中の空気が縮むことでへこもうとする減圧の
力を吸収するため、あえて凹凸を設け、厚みも持たせ
ています。また、丸いタイプの「耐圧用ボトル」は炭酸飲
料に使われ、内側から膨らむ圧力を均等に分散する設
計。底が花のような形なのも、強い圧力に耐えながら
安定して立つようにするための工夫です。さらに熱と
圧力の両方に対応する「耐熱圧用ボトル」や、ミネラル
ウォーターなどを入れる軽さに特化した「無菌充填用
ボトル」もあります。見た目の違いは、飲み物の特性に
合わせて考えられた知恵の結晶なのです。

プラスチックから生まれ変わった
モノを我々は絶対に見逃さない！

C
O
LU
M
N

VOL.10

ペン

「南三陸モデル」に見る住民が主体的に支える資源循環

メモを取ったり書類にサインをしたり、毎日のよ
うに手にするペンも再生プラを使用。元プラ製品
がどんどん身近な存在になっています。

ペットボトルの形は
なぜいろいろ?

日本初! ペットボトルの
キャップが糸状の素材に!?

飲み終えたあと、ペットボトルのキャップを外して分別
する、そんな何気ない習慣の先でキャップから新しい
素材が生まれています。工場内で排出されたキャップ
を原料の一部に使い、モノフィラメントと呼ばれる一本
の細い樹脂素材が日本で初めて開発されました。手が
けたのは、廃棄物を価値ある素材に変えるアップサイ
クルブランド/プロジェクト「ReTA BASE」。これまで
キャップのリサイクルは金型を使った樹脂成形が一般
的でしたが、糸状に加工するモノフィラメントに着目し、
金型に頼らない素材開発を実現。原料回収から生産ま
でを国内で完結させ、環境負荷の低減にもつなげてい
ます。使い終わったキャップが、新たな製品へつなが
る循環の一歩として期待されています。

耐熱用ボトル
お茶やジュースなど

耐熱圧用ボトル
果汁入り炭酸など

耐圧用ボトル
コーラやサイダーなど

無菌充填用ボトル
ミネラルウォーターなど

画像提供：日本山村硝子株式会社

「ReTA BASE」を運営する株式会社TRIFE DESIGNに加え、
日本山村硝子株式会社、株式会社イノベックスが連携して
日本初の技術を開発。
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中間処理施設で発生した火災事故への  
住民の反応に芽生えた問題意識
　「持続可能な社会をつくる元気ネット」は、今年で設立30
周年になります。当時は廃棄物を埋め立てる最終処分場の
残余年数が7～8年という社会課題があり、市民も一緒に
なって解決したいという思いで始めました。リサイクルには
行政だけでなく生活者への周知も大切だということで、市
民の視点を生かす役割として容リ協の広報専門委員も務め
ていたのですが、2019年に容リ協の広報ご担当者からリチ
ウムイオン電池によるトラブルが増加していることを聞きま
した。これは、廃棄物やごみ問題に向き合ってきた私たちで
すら知らなかったこと。一般の生活者には、なおさら情報が
不足していると感じました。

　それを痛感したのは、東京都の廃棄物収集事業者の中間
処理施設で火災事故が発生した際の市民の反応です。火災
が発生したのち、事業者が近隣住民に事故の説明と謝罪に
訪問した際、「二度目はないですよ」と言われたというのです。
火災事故の原因は、生活者が知らずに出したリチウムイオン
電池で、事業者が悪いわけではありません。正しい情報を伝
える必要性をいっそう強く感じ、啓発活動を開始しました。
　2019年10月には、消費生活に役立つ情報提供と交流を
目的とした「くらしフェスタ東京2019」（東京都主催）で容リ
協と一緒に問題提起を行いました。その後はコロナ禍によ
り対面での活動が難しくなったため、2020年には啓発動画
を制作し300人にメールでアンケート調査を実施しました。

STUDIES 今号はリチウムイオン電池
について学びます

近年、ごみ収集車やごみ処理施設でのリチウムイオン電池の発火事故が社会問題となっています。2026
年4月には「改正資源有効利用促進法」が施行され、製造事業者等による回収・リサイクルが義務化さ
れることになりました。1996年に市民団体として発足したNPO法人「持続可能な社会をつくる元気ネッ
ト」は、当協会と連携し生活者への啓発活動を行っています。
理事長の鬼沢良子氏に、取り組みの内容や課題などお話しを伺いました。

モバイルバッテリーやワイヤレスイヤホンなどの小型家電では、リチウムイオン電池が
本体から取り外せない製品や、内蔵されているのが分かりにくいものもあり対策が急
がれます。

火災が発生したリサイクル工場

発火原因物の例「加熱式たばこ」

容リ協と共同でリチウムイオ
ン電池の危険性を伝える短
い動画を制作し、生活者へ
の啓発活動に努めています。

発煙・発火トラブルの原因物の内訳（令和7年度12月末）

  発火原因特定出来ず 
15件 16%
  電池以外の発火、危険物 
3件 3%

内訳

 リチウムイオン電池等の
充電式電池
76件 81%

  リチウムイオン電池単体
（製品不明）

61件 80%

  加熱式たばこ
7件 9%

  モバイルバッテリー
6件 8%

  ワイヤレスイヤホン
2件 3%

2019年度に起きた大規模火災では工場の一部が焼失し、自治体からの引き取りを停
止せざるを得ない状況になりました。リチウムイオン電池は衝撃を与えるとショート
による発火につながり、パッカー車での圧縮を避けるために平車で収集するなどの
対策を取る自治体も増えています。
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「こんな大変な問題になっているとは知らなかった」という
回答も多く、環境問題に関心のある人であってもリチウムイ
オン電池のトラブルは知らないという現状を目の当たりにし
ました。若年層への啓発の必要性も感じ、翌年には大学生
との意見交換を行い動画を短く編集し直しました。その上
で彼らにSNSなどで拡散してもらったところ、アクセス数が
約5倍になるなど大きな反響がありました。
　ほかにも、マルチステークホルダー会合を開催し、自治体、
中間処理業者、専門家、回収事業者で情報を共有しています。

課題は分別・回収方法の分かりにくさや
回収拠点の少なさ
　リチウムイオン電池は衝撃に非常に敏感で、中間処理施
設内でごみ袋を破る際の衝撃でも発火する可能性がありま
す。リチウムイオン電池を使用した製品には、スマートフォン
やゲーム機、電動自転車などがありますが、なかでも懸念
されるのは季節が終わると廃棄されやすいハンディファンや
空調作業着です。プラスチック製品に内蔵されているので、
プラごみとしてほかのプラ製品と一緒に捨てられてしまう危
険性が高いと考えられます。
　今、リチウムイオン電池の課題解決に必要なのは、「分か
りやすく出しやすい仕組み」です。分別・回収方法が分かり
にくく、回収拠点もまだ少ない。自治体だけでなく、メーカー
や販売店も協力して回収・啓発を行う必要があると思いま
す。リチウムイオン電池の収集日を設ける、出しやすい場所
に回収ボックスを設置するなどの枠組みづくりで改善できる
のではないでしょうか。リチウムイオン電池を含む製品には、
リサイクルを促す「Li-ion」とマークが記載されていますが
認知度は高くありません。リチウムイオン電池でも、専用の
回収袋をつくることは周知にもつながる有効な手段だと思
います。リチウムイオン電池を使用する製品は増加していく
でしょう。どんな製品に含まれているのか、どのように回収
するかを繰り返し伝えていくことが重要だと考えています。

鬼沢 良子氏
NPO法人 持続可能な社会をつくる元気ネット
理事長

大滝 歩
公益財団法人
日本容器包装リサイクル協会
プラスチック容器事業部 副主査

 リチウムイオン電池問題は 
 繰り返しの啓発が重要。 
 私たちNPO法人が果たす役割は  
 まだまだあると感じています 

  

リチウムイオン電池問題に着目し、
チラシ作成や「出前講座」など
情報発信に力を入れています 

　リチウムイオン電池による発煙・発火事故は平成30年ごろから件数
が急増し、令和元年には300件※に達しました。この2年は発生件数が
減少してきていますが、リサイクル工場で起こった火災により消火活動
だけで年間約2週間分の稼働時間が失われています。さらに、火災に
遭った資源は再商品化に適さず、リサイクル率にも悪影響を及ぼして
います。こうした状況を受け、当協会では市町村や事業者、関連団体
を対象に年間約20回の「出前講座」を実施し、火災防止対策や回収
方法などの改善策を関係者と一緒に考え取り組んでいます。出前講座
は当協会HPからご依頼いただけるほか、啓発用チラシのPDFも自
由にダウンロードして活用いただけます。リチウムイオン電池問題に
いち早く着目し、解決に取り組んできた活動が法整備にも反映されつ
つあることを大変心強く感じています。今後も当協会が有する情報や
ノウハウを幅広く共有してまいりますので、ぜひ有効活用してください。

プラスチック製容器包装及び分別収集物　
再生処理事業者での発煙・発火トラブル件数の推移※

※ 当協会契約の再生処理事業者34社調べ

令和3年度

350
283 285

251

119
94

（125）

300

250

200

150

100

50

0 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
12月末

（令和7年度予測）

チラシのダウンロードは
こちら  
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協会の主な取り組み内容をご紹介します

「エコプロ2025」に出展し
子どもたちに分別やリサイクルの
大切さを発信しましたSt.1

　当協会は令和7年12月10日から12日まで、東京ビッ
グサイトで開催された「エコプロ2025」に出展しました。
エコプロは、環境やSDGsに関するさまざまな取り組み
を紹介する国内最大級の展示会で、子どもから大人まで
幅広い来場者が訪れます。協会は今回の出展を、分別や
リサイクルの大切さを生活者の皆さんに伝える機会と位
置づけました。
　協会ブースでは、「ゲーム＋クイズ＋解説＋映像」を
組み合わせた体験型の展示を実施しました。来場者が
クイズに挑戦しながら、「なぜ分別が必要なのか」「正
しく分けるとどうなるのか」を考えられる構成です。特
に小学生を中心とした子どもたちが、楽しみながら分
別のポイントを学ぶ姿が多く見られました。
　また、分別された容器包装が再商品化されたのち、
どのような製品に生まれ変わっているのかを、現物や
サンプルを使って紹介しました。実際に見て触れること
で、リサイクルをより身近に感じてもらえるよう工夫し
ています。子どもたちにとって、身近な容器が何にリサ
イクルされているのかを知る機会は多くありませんが「こ
んなものになるんだ」と驚きながら、興味深そうに展
示を見入る姿が印象的でした。
　さらに今回は、分別の重要性への理解を深めてもら
うため、暮らしの変化とともに容器包装が増えてきた
歴史と容リ法制定の背景もパネルや映像で紹介しまし
た。大量廃棄が社会問題となった時代から、分別やリ
サイクルの仕組みが整えられてきた歴史を伝えることで、
容器包装リサイクル制度の役割や意義をより具体的に
理解してもらうことを目指しています。
　あわせて、「軽くすすぐ、汚れを取る」「キャップやラ
ベルは分離する」「危険物は入れない」といった分別の
ポイントを伝えるとともに、これからの社会を担う次世
代の子どもたちに向けて、分別やリサイクルの大切さ
を積極的に発信しました。

　クイズの回答リーフレットは、持ち帰るとブースのミ
ニチュアになる仕掛けとし、家庭での会話につなげる
工夫も行っています。分別は一人ひとりの行動ですが、
それが自治体や企業とつながり、社会全体の循環を支
えていることを実感してもらえる展示です。
　今回のエコプロ出展を通じて、協会は分別やリサイ
クルを「知っていること」から「日々の行動につなげる
こと」へと広げるきっかけを提供しました。今後も、
生活者の皆さんとともに、循環型社会づくりを進めて
いきます。

「エコプロ2025」容リ協ブースの様子。協会職員の説明を熱心に聞いてもらいました。

リサイクル製品の展示。
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容リ協日誌 （令和7年12月～令和8年2月）

2. 再商品化製品販売実績

区分
4～12月累計

販売量（トン） 前年同期比（%）

ガラスびん 205,280 93.6

内訳
無色 61,413 96.7
茶色 63,271 90.8
その他色 80,597 93.5

PETボトル 103,426 80.7
紙製容器包装 9,164 96.7
プラスチック 276,003 88.0

内訳
白色トレイ 181 88.4
プラスチック製容器包装（容リ法） 198,226 76.0
分別収集物（プラ法） 77,596 148.1

 容リ協行事

1. 引取実績

区分
4～12月累計

引取量（トン） 前年同期比（%）

ガラスびん 219,637 95.7

内訳
無色 65,564 95.7
茶色 68,752 95.0
その他色 85,321 96.2

PETボトル 129,010 88.0
紙製容器包装 9,193 94.8
プラスチック 469,165 96.6

内訳

白色トレイ 198 92.8
プラスチック製容器包装（容リ法） 337,934 82.4
分別収集物（プラ法） 131,033 173.7
うち容リプラ※ 115,609 176.1
うち製品プラ※ 15,424 157.8
うち産廃プラ 0 ―

※ ｢うち容リプラ」および「うち製品プラ｣は組成比率より算出

令和7年度 
市区町村からの引取実績 
再商品化製品販売実績

INFORMATION
「容リ協ニュース」「年次レポート」の

  郵送先変更、郵
送停止をご希望
の方はこちら

  オンライン閲覧
（無料）をご希望
の方はこちら

令和8年度再商品化委託申し込み
令和7年12月8日～8年2月13日St.2

　当協会では政令（容リ法施行令、平成7年12月15
日施行）に基づき、主として市区域に設置された515ヵ
所の商工会議所（令和7年4月時点）の全国組織である
日本商工会議所、および町村区域に設置された1,620ヵ
所の商工会（令和6年4月時点）の全国組織である全国
商工会連合会に業務委託を行い、そのネットワーク力
を活かすことで効率的に各地の特定事業者からの再
商品化委託申し込みの受付や普及啓発活動を行ってお
ります。
　特定事業者に向けた「容器包装リサイクル制度説明
会・個別相談会」を令和7年11月7日～8年2月4日に
わたり、札幌、盛岡、仙台、山形、新潟、富山、東京、
横浜、浜松、名古屋、京都、大阪、神戸、鳥取、広島、
徳島、福岡、長崎、熊本、那覇で開催し約1,700名の参
加をいただきました。制度説明会では、容リ制度の概
要や再商品化義務の有無の判定方法などを説明。個
別相談会では、各社の事業で使用している容器包装に
ついて「再商品化義務が生じるのかどうか」という相談
が多く寄せられました。また、初めて委託申し込みの
手続きを担当される方には、申込数量の算出や委託料
の算定方式といった具体的な手続き方法の案内を行い
ました。

令和7年
12月1日 令和7年度第2回定時理事会開催

8日 令和8年度再商品化委託申し込み受付開始 
10～12日 エコプロ2025へ出展

11日 令和7年度臨時評議員会開催
16～17日 入札説明会開催 

（16日 ガラスびん、プラスチック製容器包装） 
（17日 紙製容器包装、PETボトル） 

令和8年 
1月15日 開札式（プラスチック製容器包装） 

2月3日 開札式（ガラスびん、紙製容器包装、PETボトル上期）

特定事業者に向けた「容器包装リサイクル制度説明会」の様子。

10容リ協ニュース No.101 Feb. 2026 




